


















 これまでの委員会において委員から示された主な意見 

（１）第１回委員会（平成２６年６月６日開催） 

【議題】 

（１）新たな大都市制度の創設に向けた検討状況等について 

     （２）平成２６年度の委員会運営方法について 

     （３）指定都市の「平成２７年度国の施策及び予算に関する提案（通称：白本）」について 

【主な意見】 

・法改正で設けられた総合区の趣旨は横浜市にも当てはまり、市内１８区全てを総合区にす

るべきとは思わないが、他都市の動向も注視しつつ研究を続けていくべきだ。ああああ 

・総合区については中長期の視点でメリットとデメリットを勘案しながら検討し、区の現場

で働く職員にも制度をわかりやすく伝え、ヒアリングを重ねていくことが必要である。   

・特別自治市の実現に向けて本市では大綱を策定したが、特別自治市の実現には神奈川県の

意向も影響してくるため、方向性を合わせる調整をお願いしたい。 

・神奈川県とはこれまでにも個別の行政分野に関して比較的多数の会議を行ってきたとのこ

とだが、大都市制度の議論を進めていくためには会議のペースを速めていく必要がある。 

・本市における域内分権についてはまだ十分とは言えない。区への分権や機能強化はより進

めていかなければならない課題である。大都市制度はどうしても財源や機構の視点から考

えがちであるが、市民にとってどのような大都市制度であるべきかという視点が非常に重

要であり、市民生活を発展させることが結果として国全体の大きな力になるという地方自

治の立場に立った議論が必要だ。 

      ・本市が参考にすべき同規模の都市として大阪市や名古屋市が挙げられるが、情報を得やす

い大阪市以外にも例えば愛知県などの動向も提供してほしい。 

・今後さまざまな権限の委譲をかち取っていこうとする中で、全市的な視点で調整を図る機

能が重要である。事業を担当する所管課の頑張りだけでなく、総合的な調整機能を担う政

策局の役割はとても大きいと思う。 

 

 

（２）第２回委員会（平成２６年８月１日開催） 

【議題】 

   （１）指定都市の「平成２７年度大都市財政の実態に即応する財源の拡充についての要望（通

称：青本）」について 

   （２）調査・研究テーマ「新たな大都市制度における権限移譲と市及び区のあり方」について 

【主な意見】 

    ・横浜市は3 7 0万人の市民に支えられており、市民の中における生産年齢の人口がふえれば

企業も集まるのではないか。財源と予算の使い方をより市民に向けるべきだろう。 

・国に対して税財源に関する要望を行う際、指定都市といえども必ずしも意見が一致するわ

けではいが、引き続き２０の指定都市や五大市が力を合わせて国に対する要望活動に力を

入れていただきたい。 

・横浜は指定都市の中でも一番規模の大きな自治体のため、指定都市の中では比較的規模の

小さな都市とは課題が異なってくる。２０の指定都市の中でも特に五大市や人口が1 0 0万

人を超える自治体と連携を密にしていくべきである。 

 

参 考



    ・税源の配分を国と地方で５対５にすべきということを長い間要望してきているが、具体的

な根拠を示して要望していく時期に来ているのではないか。 

・国に対する税財源の要望活動が定例的な行事として終わってしまうことがないように、そ

の後の国における要望内容についての議論もチェックしていく必要がある。 

    ・今回の要望事項に新しい文言として法人住民税が減収することのないように制度設計する

ことを求めているが、制度設計自体を国に任せるとなかなか地方自治体側の意見が反映さ

れないのではないか。 

    ・少子高齢化の時代を迎える中で市民のために横浜市が機能するための方法とそのための議

会のあり方が課題になってくる。 

   ・区のあり方についてはより自治機能と権限を厚くして充実させていくことが必要だ。 

    ・横浜市や大都市圏においても少子高齢化が進むため住民自治の強化や二重行政の解消のた

めに特別自治市の実現は必要である。 

    ・特別自治市を実現するために地方制度調査会において大都市制度に関する議論を進めるよ

う強く要望していくべきではないか。 

    ・横浜市が現行の県事業を全て担う方向で特別自治市に移行する場合、議会のあり方として

はまず県議会議員と市会議員との役割をどのようにするのかという議論を深める必要があ

る。 

    ・区選出の市会議員としては住民自治強化の観点からより住民に身近な議論の場として区づ

くり推進会議などの強化について議論も深めていくべきである。 

    ・国全体が急速な人口減少社会を迎え、国と地方の借金がふえ続ける中、市会議員はこれら

の課題について行政や国に問題を提起するだけでなく、自分たちのこととして県議会議員

と議論する場をつくるべきだと思う。 

    ・これからの少子高齢化時代に出てくる課題は行政だけでは解決できない。いかに区の中で

住民が行政に参加できる仕組みを整えるかがこれからの横浜市の行政にとって必要なこと

であり、区の機能強化のために機能、権限、財源を区へ委譲していくことが大事である。 

・住民が区役所でさまざまな相談をするとき、職員は区のことをよく把握しておく必要があ

るため、短期間で区の職員が異動して変ってしまうのは思わしくない。 

・地域や区域にまたがる課題を解決するため区に権限を委譲する前提として、区の職員の人

材育成を今からしっかりと進めていかなければならいと思う。 

・二重行政の全てを否定するのではなく、住民自治の観点から中には二重行政のほうがむし

ろ望ましいこともあるのではないか。二重行政については解消すべきものと、県と切磋琢

磨して行っていくものの２つを考えていくこが大事であり、本市の特別自治市構想につい

ても再考の余地があると思う。 

 

 

（３）第３回委員会（平成２６年９月３日開催） 

【議題】 

 （１）参考人の招致について 

    （一橋大学大学院教授 辻琢也氏を参考人として招致することを決定） 

 

 

 

 



（４）第４回委員会（平成２６年９月２２日開催） 

【議題】 

（１）大都市制度改革の展望と議会の役割について 

      （２）指定都市の「平成２７年度大都市財政の実態に即応する財源の拡充についての要望 

      （通称：青本）」について 

【講演概要】 

  ・今から少子化対策に力を入れたとしても人口は急速に減っていくということをぜひ認識し 

てほしい。 

・2050年になると約４割が単独世帯となり、そのうち約５割強が高齢単独世帯になると推計

されることから、行政サービスの単位を世帯にしている基礎自治体にとって行政需要が増

してくることが予想される。 

・相対的に人口が集まる三大都市圏といえども実は大阪圏は人口流出が続いており、首都圏

だけが比較的流入が続いている状況である。社会動態は三大都市圏だから安泰というわけ

ではなく、今後のまちづくりの進め方によっては今の社会動態も期待できない可能性があ

ることに十分に留意してほしい。 

・これまでの三大都市圏における人口の都市部への集中のイメージと異なってくるのは、地

方圏で人口の自然減を迎える中、高齢者を中心にして人口が大都市部に滞留し相対的に集

まることにある。よって、６５歳以上の高齢者が大都市圏全般に増加し、どのように対応

していくかが今後大きな課題となる。 

・高齢者人口の伸び率は三大都市圏の中でも都市部より郊外部の方が高い。・ 

・横浜市は都市部と郊外部の２面性を持ち、高齢者が顕著に増加していく。高齢者の増加に

伴い、生活保護や医療などの高齢者福祉に関する政策費用がふえる。待機児童対策と合わ

せて扶助費が伸びており、加えて高度経済成長期に建設した公共施設の更新時期を迎える

ため財政支出の増加が著しくならざるを得ない。さらに、世界の都市間競争の中にも置か

れているのが大都市の現状である。 

・大都市制度改革として県と指定都市の二重行政をなるべく排し、増加する福祉需要と都市

更新需要に的確に対処しながら機動的に経済対策を行い、都市が活性化した状況をいかに

維持できるかが今の課題となっている。 

・横浜市が目指す特別自治市がかつての特別市との最大の違いは、行政の守備範囲が広がり

担うべき事務が非常にふえている点にある。 

・特別自治市の趣旨は、指定都市が県の業務を一元的に担い、区単位での住民自治をより強

化していく側面もあることから、行政サービスを向上させるとともにコストの削減につな

がり、一元的な経済対策を機動的に行うことによって圏域全体の活性化に寄与することに

ある。 

・第３０次地方制度調査会の答申において特別自治市は効率的、効果的な行政体制が整備さ

れる点と日本全体の経済発展を支えるための一元的な行政権を獲得し、政策選択の自由度

が高まる点に大きな意義があると認められている。 

・一方、特別自治市の課題として、区単位での住民代表制の担保、犯罪が広域化する中で県

警察から市警察を独立させることの適否、周辺自治体への配慮の３点が挙げられている。 

・３つの課題のうち、指定都市側で考えなければならない重要な課題は区単位での民主主義

をどのように充実させるかといことである。 



・第３０次地方制度調査会の答申にはない総合区という制度が地方自治法の改正で設けられ

た背景には、特別自治市を見据えた大きな課題として県議会に代わる住民代表機能の強化

の必要性がある。 

・総合区の一番のポイントは効率的な住民機能代表の向上を目指し議会の同意が必要な特別

職の区長を設置し、区長に対する政治的なコントロールを高めることにある。 

・総合区制度の活用については将来の特別自治市構想を見据えていかに現在の市の全体性と

区単位の住民自治の充実を両立させていくかを考えていく必要があるだろう。 

・指定都市にとっては、将来の特別自治市構想を見据えつつ超高齢化社会の中で区単位の住

民自治をどのようにいけばよいのかという課題を本気で考えなければならないという大き

な問題提起がされた。 

・国や県は必ずしも日常的に住民に接しているわけではなく、市会議員が一番現場に近い場

所にいるため、市のほうから積極的なアイデアの提案が望まれる。 

・地方分権が求められてきてからは従来の国のお墨付きが必要だったことが諸制度の改正に

より議会の承認によって成立するという体制に変ってきているため、分権とともに潜在的

に議会の役割は随分重くなってきている。 

・財政状況が厳しさをます中、行政サービスについては住民負担が高くなる一方で内容が乏

しくなる傾向にあり、それに対して議会は承認をし、適正なサービスと負担の割合を決め

ていかなければならいという思い課題を課せられている。 

・議会機能の活発化が求められ、根拠となる法改正も行っているものの、各自治体が抱える

問題の難しさや人口の高齢化により地方議会の議員の担い手も不足してきており、担い手

の確保とますます重くなる重責をいかに果たしていくのかを考えるべき状況にあるのでは

ないか。 

【主な意見】 

・自治体や議会の制度を大きく変えるという結論は議会制民主主義の制度では得にくい面が

ある。よって、専門委員会に結論を出してもらい、それを議会に諮るという形が必要だと

思う。 

・人口減少や財政状況の逼迫化への対応や特別自治市の創設などの改革は国にまだ体力があ

るうちに早急に進めなければいけないと思う。 

     ・国に対して財源の移譲も要望しているが、同じ要望事項を繰り返し提出しており、要望自

体が形骸化してはいないだろうか。私たちも認識を改めていかなければならないと思う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


